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平 成 2 8 年 1 0 月 2 0 日 
事 務 局 

資 料 １－１０ 



行政との連携 
災害情報・防犯情報の提供、 

電子母子手帳等 

多チャンネル放送 
ＢＳ・ＣＳ放送の 

専門チャンネルを再放送 

地上波の再放送 
コミュニティチャンネル 

ケーブルテレビ事業者が 
自主制作する放送番組の放送 

インターネット・ 
ＩＰ電話・携帯電話 

ＶＯＤ 
（Video On Demand） 
利用者からの要求に応じて 

映像コンテンツを配信 X放送局 

ケーブルテレビ局 

   

ケーブルテレビのサービス 1 

生活支援 
インテリジェントホームや 

E-コマース等各種サービス 

● ケーブルテレビは、約６０年前に地上放送の再放送から発足し、地域に密着したコミュニティチャンネルの放送や多チャ

ンネル放送など、「放送サービス」の充実・拡大を行うとともに、大容量・双方向型のネットワークを利用して、ブロードバンド・

電話などの「通信サービス」、行政との連携サービスなど、多様なサービスを提供する総合情報メディアとして発展。 

大容量・双方向型ネットワークを利用した総合情報メディア 
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〔万世帯〕 〔普及率％〕 

ケーブルテレビの加入世帯数の推移 

※ 平成22年度までは自主放送を行う旧許可施設（旧許可施設には、旧電気通信役務利用放送法の登録を受けた者の設備で、旧有線テレビジョン放送法の旧許可施設と同等の放送方式により放送を行っ
ているものを含む。）、平成23年度からは有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者を対象に集計。 
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● ケーブルテレビの加入世帯数は、２０１５年度末に２,９４８万世帯（普及率５２.３％）に達し、１０年前に比べて約１.５倍

に増加したが、近年は、伸びが鈍化傾向にある。 

加入世帯数 

普及率 

〔年度〕 
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営業収益（電気通信事業等部分を含む全体） 

営業収益（うちケーブルテレビ事業） 

営業利益（電気通信事業等部分を含む全体） 

営業利益（うちケーブルテレビ事業） 

［億円］ 

〔年度〕 
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※ 平成22年度までは自主放送を行う旧許可施設を有する営利法人 （旧許可施設には、旧電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で 旧有線テレビジョン放送法の旧許可施設と同等の放送方式のものを含
む。）、平成23年度からは有線電気通信設備を用いて自主放送を行う登録一般放送事業者（営利法人に限る。）のうち、ＩＰマルチキャスト方式による事業者等を除く者を対象に集計。 

ケーブルテレビ事業者の経営状況 

● 営業収益全体（２０１５年度）は、１兆２,８５３億円で増加傾向。このうちケーブルテレビ事業分は５,００３億円で、ほぼ横

ばい傾向であるのに対し、電気通信事業等の分は７,８５０億円で増加傾向にあり、営業収益全体の拡大を牽引。 

● 営業利益全体（２０１５年度）は、１,５６３億円で増加傾向。このうち、ケーブルテレビ事業分は５３５億円で、近年は

500億円前後で推移する一方、電気通信事業等の分は１,０２８億円で増加傾向。 



4 

■ 市民生活に直結するニュースの取材及び配信 

⇒ 映像、静止画テロップを活用し生活支援情報を常時表示 

～ 電気・上下水道・ガスの供給情報、給水場所、入浴施設、 

  仮設トイレ、援助物資配給場所、開業している商店、 

  交通網の復旧状況、バス等の公共交通機関の運行状況、 

  運送業の荷受情報、学校関連情報、計画停電の詳細エリア、 

  ボランティア・義援金受付、放射能への不安対策情報等 

 

■ 市長からのメッセージの放送 

■ 避難所へのサービス提供 

⇒臨時回線の設置、サービスの無償提供等 
※画像は（一社）日本ケーブルテレビ連盟作成資料より引用 

バスの運行状況 

給水時間と計画停電 

避難所へのサービス提供 

東日本大震災後におけるケーブルテレビによる情報発信 



2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2020年 2025年頃 

４Ｋ･８Ｋの推進 5 

4K・8K推進のためのロードマップ(第二次中間報告(2015年7月)) 

● ４K・８Kについては、２０２０年に全国の世帯の約５０％での実視聴の実現が政府目標（日本再興戦略２０１６（２０１６年６月

閣議決定））。この目標実現に当たっては、過半数の世帯に普及するケーブルテレビの役割が重要。 
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４Ｋ・８Ｋ 
試験放送 

４Ｋ 
試験放送 

ＢＳ 
（右旋） 

ＢＳ 
（左旋） 

110度CS 
（左旋） 

（ＢＳ17ch） 

トラポンの 
追加割当 

４Ｋ 
実用放送 

４Ｋ・８Ｋ 
実用放送 

トラポンの 
追加割当 

４Ｋ 
実用放送 

＜目指す姿＞ 

・2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の
数多くの中継が４Ｋ・８Ｋ
で放送されている。 

・全国各地におけるパブリッ
ク ビ ュ ーイ ングによ り 、
2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の
感動が会場のみでなく全
国で共有されている。 

・４Ｋ・８Ｋ放送が普及し、
多くの視聴者が市販のテレ
ビで４Ｋ・８Ｋ番組を楽し
んでいる。 

（ＢＳ17chを含め、 
２トラポンを目指す） 

＜イメージ＞ 

・４Ｋ及び８Ｋ実用放
送のための伝送路として
位置付けられたＢＳ左
旋及び110度ＣＳ左
旋において多様な実用
放送実現・右旋の受信
環境と同程度に左旋の
受信環境の整備が進
捗 

４Ｋ・８Ｋ 

（注１）ケーブルテレビ事業者がIP方式で行う放送は「ケーブルテレビ」に分類することとする。 
（注２）「ケーブルテレビ」以外の有線一般放送は「IPTV等」に分類することとする。 
（注３）ＢＳ右旋での４Ｋ実用放送については、４Ｋ及び８Ｋ試験放送に使用する１トランスポンダ（ＢＳ１７ｃｈ）を含め2018年時点に割当て可能なトランスポンダにより実施する。この際、周波数使用状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、

使用可能なトランスポンダ数を超えるトランスポンダ数が必要となる場合には、ＢＳ１７ｃｈを含め２トランスポンダを目指して拡張し、ＢＳ右旋の帯域再編により４Ｋ実用放送の割当てに必要なトランスポンダを確保する。 
（注４）ＢＳ左旋及び110度ＣＳ左旋については、そのＩＦによる既存無線局との干渉についての検証状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、2018年又は2020年のそれぞれの時点において割当て可能なトランスポンダにより、４Ｋ及

び８Ｋ実用放送を実施する。 
（注５）2020年頃のBS左旋における４Ｋ及び８Ｋ実用放送拡充のうち８Ｋ実用放送拡充については、受信機の普及、技術進展、参入希望等を踏まえ、検討する。 
 



 ケーブルテレビＷＧの開催について 

目 的 

主な検討事項 

検討スケジュール 

 本ＷＧは、「放送を巡る諸課題に関する検討会」の「地域における情報流通の確保等に関する分科会」（以
下「分科会」という。）の下に開催される会合として、ケーブルテレビについて、その特性を踏まえつつ、平時・災害
時における地域情報の充実・アクセスの確保や、期待される役割・将来像等について検討することを目的とする。 

 ケーブルテレビを取り巻く環境の変化等を踏まえ、地域における情報流通の確保等の観点から、主に以下の事
項を検討する。 
 ① ケーブルテレビに関する現状と課題（４K・８K放送への対応、災害時における情報提供の在り方 等） 
 ② ケーブルテレビに期待される役割・将来像 
 ③ 上記②の実現に必要な取組 

 分科会において、平成２９年春頃を目途に上記の検討事項について取りまとめを行えるように検討を行う。 

 ケーブルテレビは、約3,000万世帯が加入し地域情報の充実・アクセスの確保を担う重要な放送メディアであるととも
に、通信サービス等も提供する地域の総合情報メディアでもある。こうした特性を踏まえ、地域情報の充実・アクセスの確
保やケーブルテレビの将来像等について検討を行う「ケーブルテレビＷＧ」を開催する。 
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